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1 パート タ イ ム労働

Ⅳ　 パート ・ 派遣労働

　 パート タ イ ム労働者（ 法律上は短時間労働者と いう 名称が使われる。） と は、 同じ 事業所

に雇用さ れる通常の労働者（ 正社員） に比べて、 １ 週間の所定労働時間が短い労働者と さ れ

ています。 労働時間の短さ の程度は問わず、 パート タ イ マー、 アルバイ ト 、 嘱託、 契約社員、

準社員などの呼び名は違っ ていても 、 前述の内容に該当し ていれば、 すべて「 パート タ イ ム

労働者」 と なり ます。

　 また、 パート タ イ ム労働者にも 労働者の保護を 目的と し た労働基準法、 最低賃金法、 労働

安全衛生法、 労働者災害補償保険法などが適用さ れます。 さ ら に、 パート タ イ ム労働者がそ

の要件を 満たし ている 場合、 育児・ 介護休業法、 雇用保険法、 健康保険法、 厚生年金保険法

も 適用さ れます。

　 パート タ イ ム労働法（ 正し く は「 短時間労働者の雇用管理の改善等に関する 法律」・ 平成

５ 年１ ２ 月施行） と その指針では、 使用者に対し て次のこ と を定めています。

　 増加傾向にある パート タ イ ム労働者の雇用環境を 整備し 、 その働き や貢献に応じ た待遇を

得るこ と ができ るよう に改正さ れ、 平成 20 年 4 月１ 日から 施行さ れまし た。

（ 1 ） 雇入れ時に、 労働条件に関する文書（ 労働条件通知書） を 交付するこ と 。

（ 2 ） 期間に定めのある 労働契約を 締結する 際には、 更新の有無など の明示や、 雇止めの予告が必

　 　 要と なるこ と 。

（ 3 ）パート タ イ ム労働者に適用さ れる就業規則を 作成するこ と（ 労働者 1 0 人以上の事業所の場合）。

（ 4 ） 要件を 満たすパート タ イ ム労働者に対し ては、 健康診断を 実施するこ と 。

（ 5 ） 最低賃金を 守り 、 法定労働時間を 超えた場合、 割増賃金を 支払う こ と 。

（ 1 ） 労働基準法に義務付けら れている 事項に加え、①昇給の有無　 ②退職手当の有無　 ③賞与の有

　 　 無についても 、 雇入れ時に文書で明示し なければなり ません。（ 改正法第６ 条）

（ 2 ） パート タ イ ム労働者から 求めら れたと き は、 その待遇の決定に当たっ て考慮し た事項につい

　 　 て説明し なければなり ません。（ 改正法第１ ３ 条）

（ 3 ） パート タ イ ム労働者の働き 方に応じ 、 均衡のと れた待遇を 確保し なければなり ません。

　 　 ①正社員と 職務内容や配置が同じ 状況にある「 通常の労働者と 同視すべき パート タ イ ム労働

　 　 者」 の待遇を 差別的に取り 扱う こ と を 禁止し ています。（ 改正法第８ 条） 

　 　 ②①以外のパート タ イ ム労働者についても、 その働き 方に応じ て、 賃金（ 改正法第９ 条）、 教

　 　 育訓練（ 改正法第１ ０ 条）、 福利厚生（ 改正法第１ １ 条） について正社員と の均衡を 考慮し な

　 　 ければなり ません。

（ 4 ） 正社員への転換を 推進する ための措置を 講じ なければいけません。（ 改正法第１ ２ 条）

（ 5 ） パート タ イ ム労働者から の苦情の申し 出に対応し なければいけません。（ 改正法第 1 ９ 条）

　 パート タ イ ム労働者の公正な待遇を 確保し 、 納得し て働く こ と ができ るよう パート タ イ ム

労働法や施行規則、 パート タ イ ム労働指針が改正さ れ、 平成２ ７ 年４ 月１ 日施行さ れまし た。

改正ポイ ント は以下のと おり です。

１ 　 パート タ イ ム労働法の改正

（ 1 ） パート タ イ ム労働者の公正な待遇の確保

（ 2 ） パート タ イ ム労働者の納得性を 高める ための措置

（ 3 ） パート タ イ ム労働法の実効性を 高める ための規定の新設
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※労働基準法改正によ り 、 事業所で労使協定を 締結すれば、 1 年に 5 日を 限度と し て時間単位で休暇

を 　 取得でき ます（ Ｐ .1 0 参照）。

（ 2 ） 育児・ 介護休業

　 育児・ 介護休業制度は、 全ての事業所に義務付けら れています。 雇用期間の定めがないパー

ト タ イ ム労働者や有期契約労働者（ 一定の要件あり ） は、 原則と し てこ の制度の対象になり

ます（ Ｐ .２ ９ ～Ｐ .３ １ 参照）。 ただし 、 引き 続き 雇用さ れた期間が１ 年に満たない者、 週の

所定労働日数が２ 日以下の者などは、 労使協定を 結ぶこ と によ り 対象と なら ない場合があり

ます。

（ 3 ） 労災保険

　 労災保険は、労働者を１ 人でも 雇用し ている全ての事業所を対象にし た強制加入制度のため、

全てのパート タ イ ム労働者に適用さ れます。

（ 4 ） 雇用保険

　 ア 加入要件

　 　 ①１ 週間の所定労働時間が２ ０ 時間以上であるこ と 。

　 　 　（ 所定労働時間が３ ０ 時間以上あれば一般被保険者に該当し ます。）

　 　 ②３ １ 日以上引き 続き 雇用さ れるこ と が見込まれるこ と 。

　 　 　（ 雇用契約期間が３ １ 日未満であっ ても、 契約更新し て３ １ 日以上にわたる こ と が見

　 　 　 込まれる場合も 同様です。）

　 イ  受給要件など

　 　 　 基本手当を 受給するためには、 離職の日以前２ 年間の間に、 被保険者期間（ １ １ 日以

　 　 上出勤し た月） が満１ ２ か月以上あるこ と が必要です。 ただし 、 期間に定めのある労働

　 　 契約が更新さ れなかっ たこ と 等によ り 離職さ れた方（ 特定理由離職者） は、 被保険者期

　 　 間が６ か月（ 離職の日以前１ 年間） に短縮さ れる場合も あり ますので、 最寄り の公共職

　 　 業安定所にご相談く ださ い。

　 　 　 基本手当の日額は、 離職前の６ か月の賃金の合計額を １ ８ ０ で割っ た額のおよそ５ 割

　 　 ～８ 割に相当する 額です（ 所定給付日数や雇用保険法の改正についてはＰ .１ ９ ～Ｐ .２ １ 参照）。

0 .5 年 1.5 年 2 .5 年 3 .5 年 4 .5 年 5 .5 年 6 .5 年以上

週所定
労働日時

雇入れの日から起算した継続勤務期間に応じ た年次有給休暇の日数
年間所定労働日数

16 9日～216日

121日～16 8日

73日～12 0日

4 8日～72日

4日

3日

2日

1日

7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

 Ｑ 　 パート で働いていても 有給休暇はあるの？

 Ａ 　 パート タ イ ム労働者であっ ても 、雇い入れの日から ６ か月以上継続勤務し 、所定 

 　 　 労働日数の８ 割以上出勤し た場合、事業主は事業所の業種、規模を 問わず有給休

暇を与えるこ と が義務付けら れています。（ 労働基準法第３ ９ 条）

Q A&

２ 　 パート タ イ ム労働者の労働条件や各種保険について

（ 1 ） 年次有給休暇

　 パート タ イ ム労働者には、所定労働日数に応じ て、次の表の日数の有給休暇が与えら れます。

　 なお、 週所定労働時間が３ ０ 時間以上、 又は所定労働日数が週５ 日（ 又は年２ １ ７ 日） 以上

の場合は、 一般の労働者と 同じ 日数になり ます。（ 労働基準法第３ ９ 条第３ 項）
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（ 5 ） 健康保険、 厚生年金保険など

　 パート タ イム労働者の社会保険の適用は、 原則と し て次のよう になり ます。

有期労働契約の締結、 更新及び雇止めに関する基準

　 有期労働契約に伴う 「 雇止め」 などのト ラブル防止や解決を図るために、 厚生労働省では「 有期労働契約

の締結、 更新及び雇止めに関する基準」 を策定し まし た。

１  契約締結時の明示等

　（ 1 ） 有期労働契約更新の有無の明示（ 自動更新、 更新する場合がある、 更新し ないなど） が必要です。

　（ 2 ） 更新する場合があるとし た時は、 更新する、 し ないの判断基準の明示が必要です。

　（ 3 ） 契約締結後に、（ 1 ） 又は（ 2 ） を変更する場合は速やかに内容の明示が必要です。

２  雇止めの予告

　 　 有期労働契約を 3 回以上更新した場合や、 1 年未満の契約を 1 年以上継続勤務している場合、 また、 １年

　 を超える労働契約をしている場合に対し 、 更新し ないときは契約期間満了の 3 0 日前までに予告が必要です

　（ あらかじ め更新し ない旨明示してある場合を除く 。）。

３  雇止めの理由の明示

　 　 労働者より 更新し ない理由について証明書の請求があったと きは、 遅滞なく こ れを交付し なければなり ま

　 せん（ あらかじ め更新し ない旨明示してある場合を除く 。）。

４  契約期間についての配慮

　 　 使用者は 1 回以上更新し 、 かつ 1 年以上継続勤務している者と 契約更新する場合、 契約実態及び希望に

　 応じ て契約期間をできる限り 長く するよう 努めなければなり ません。

＊有期労働契約の新ルール

　 労働契約法の一部を改正する法律が平成 24 年 8 月 10 日に交付さ れ、 有期労働契約について３ つのルール

を規定しています。

＊１  無期労働契約への転換（ 第 18 条）･･････････平成 2 5 年４ 月１日施行

　 　 有期労働契約が反復更新さ れ、 通算 5 年を超えたときは、 労働者の申込みにより 期間の定めのない労働

　 契約（ 無期労働契約） に転換できます。

＊２   「 雇止め法理」 の法定化（ 第 19 条）･････････平成 2 4 年 8 月 10 日施行

　 　 最高裁判例で確立し た「 雇止め法理」 がそのままの内容で 法律に規定さ れたため、 一定の場合には、

　 使用者による雇止めが認めら れないこと になり ます。

＊３   不合理な労働条件の禁止（ 第 2 0 条）････････平成 2 5 年 4 月 1 日施行

　 　 有期契約労働者と 無期契約労働者と の間で、 期間の定めがあること による 不合理な労働条件の相違を

　 設けることを禁止しています。

　 平成２ ８ 年１ ０ 月から 、 社会保険の適用枠が拡がり 、 今まで保険料の支払いがなかっ たパート 勤務の方も 加入する
こ と になり まし た。 加入対象者は、 次の要件をすべて満たし た方と なり ます。
①一週間の所定労働時間が２ ０ 時間以上
②月額賃金が８ 万８ 千円以上（ 年収 10 6 万円以上）
③継続し て２ か月超雇用さ れるこ と が見込まれるこ と （ 令和４ 年（ 2022 年） １ ０ 月より ２ か月超に改正）。
④厚生年金保険の被保険者数が常時51 人以上の企業に勤めているこ と（ 特定適用事業所）（ 令和６ 年（ 2024 年）1 0月から
5 1人以上に改正）。
※学生は適用除外
※労使の合意さ れた事業所では、④を満たし ていなく ても 社会保険の被保険者と なり ます。
※詳細は、 お勤めの事業所にお尋ねく ださ い。

※こ の表は、 民間の会社に働く ６ ０ 歳未満の人を 対象と し て いま す。 な お、「 年収」 には通勤手当が
　 含まれます。

所定の労働時間及び所定の労働日数が正規労働者の

年収

3 ／4 以上 3 ／4 未満

↓ ↓
生計を担っている 者
が社会保険未加入

生計を担っている 者
が社会保険加入

配偶者が
社会保険加入

↓ 13 0 万円以上 13 0 万円未満

勤務先の健康
保険の被保険者

その者が加入中の
健康保険の
被扶養者

配偶者が加入中
の健康保険の

被扶養者
国民健康保険の被保険者

勤務先の厚生
年金の被保険者

国民年金第3 号
被保険者（ 保険料不要）

国民年金第１号
被保険者（ 保険料必要）

家族の加入状況

健康保険

年金保険

社会保険の適用拡大（ 令和６ 年１ ０ 月より 要件が変更になり まし た。）注意
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　 派遣労働と は、 直接雇用と は異なる働き 方で、 労働契約を 結んだ会社（ 派遣元） が、 労働

者派遣契約を 結んでいる依頼主（ 派遣先） へ労働者を 派遣し 、 労働者は派遣先の会社で働く

と いう 働き 方です。

　 派遣労働者は、 派遣元会社と 雇用関係（ 労働契約） にあり ますが、 日々の業務については、

派遣先会社から 指揮命令を受けます。（ 労働者派遣法第 2 条第 1 項）

　 労働者派遣法が改正になり 、 労働者派遣事業が平成27年9月3 0日より 、 一般労働者派遣事

業（ 許可制） と 特定労働者派遣事業（ 届出制） の区別が廃止さ れ、 全ての労働者派遣事業が

許可制と なり まし た（ 施行前の派遣契約は、 経過措置が認めら れます。）。

１ 　 派遣の働き 方

２ 　 派遣で禁止さ れているこ と

　（ 1 ） 派遣禁止業務

　 　 建設業務、港湾運送業務、警備業務、医療機関業務（ 一部を 除く 。）、弁護士・ 司法書士等のいわゆる 「 士」

　 業務（ 一部例外有） は派遣が禁止さ れています。

　（ 2 ） 派遣先と なる会社と の事前面接禁止

　 　 派遣先と なる会社が、 派遣労働者を指名するこ と はできません。

　 　 派遣開始前に面接を行う こ と や、 履歴書を送付さ せるこ と は禁止さ れています。

　 　 ※紹介予定派遣の場合や本人が希望する場合は認めら れています。

　（ 3 ） 元の勤務先への派遣禁止

　 　 正社員・ 契約社員・ アルバイ ト などと し て前に働いていた会社で、 その離職後１ 年以内に派遣労働者と

　 し て働く こ と はできません（ 6 0 歳以上の定年退職者は例外）。

　 　 ※以前 A 社へ派遣さ れ、 派遣終了後１ 年以内に再度 A 社に派遣さ れるこ と は可能です。

2 派遣労働

＜解雇について＞

　 派遣元事業主は、 有期労働契約を 更新し ない場合（ 雇止め） のルール、 解雇に関する ルールを 守ら なけれ

ばなり ません。

　 なお、派遣元事業主と 派遣先と の間の派遣契約と 、労働者と 派遣元事業主の間の労働契約は別の契約であり 、

派遣契約の解除がそのまま労働契約の解除と なるわけではあり ません。

労働者

正社員・ 契約社員・ アルバイト の場合（ 直接雇用の場合）

A  社

労
働
契
約

勤務
賃金の支払い

仕事上の指揮命令

雇用主は
A 社

派遣労働者

派遣の場合

A  社派遣元事業主

派遣契約

仕
事

上
の

指
揮

命
令

労
働
契
約

賃
金
の
支
払

い

勤
務

３ 　 派遣で働く 前に

 （ 1 ） マージン率等のイ ンタ ーネッ ト での情報提供
 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 4 月 1 日）

 　 派遣元は次の情報について、「 常時イ ンタ ーネッ ト の利用により 情報提供」 を義務付けら ています。

 ・ 派遣労働者の数 ・ 派遣先の数 ・ 派遣料金の平均額 ・ 派遣労働者の賃金の平均額

 ・ マージン率 ・ 労使協定有無 ・ 派遣労働者のキャ リ ア形成支援制度に関する事項

※ マージン には、 派遣労働者の福利厚生費や教育訓練費など も 含まれている ので、 マージン 率は低い

ほどよいと いう わけではなく 、 他の情報と 組み合わせて総合的に評価するこ と が重要です。

雇用主は
派遣元
事業主
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４ 　 派遣で働く と き に

　（ 1 ） 労働条件、 派遣料金額、 就業条件の明示を受けまし ょ う 。

　 　 派遣元事業主から、労働契約を締結すると きに労働条件の明示、派遣就業を開始すると きに派遣料金額の明示、

　 就業条件の明示があり ます。
　  　 ※社会保険・ 労働保険の加入手続は派遣元事業主が行います。 未加入の場合には、 派遣元事業主から 理由の通知があり ます。

　（ 2 ） 年次有給休暇、 育児休業をと るこ と ができ ます。

　 　 派遣でも 労働基準法、 男女雇用機会均等法などの労働関係法令が適用さ れます。

　 　 こ れら の法律の責務は派遣元事業主と 派遣先で分担さ れています。

　 　 年次有給休暇の付与などは派遣元事業主に責務があり ます。

　（ 3 ） 事業所単位・ 個人単位の期限制限があり ます。

　 　 派遣先事業所単位の期間制限と 派遣労働者個人単位の期間制限があり ます。

　 ①派遣先事業所単位の期間制限

　 　 派遣先の同一事業所に対し て派遣でき る期間（ 派遣可能期間） は、 原則、 ３ 年が限度です。

　 ②派遣労働者個人単位の期間制限

　 　 同一の派遣労働者を、 派遣先の事業所における同一の組織単位（ いわゆる「 課」 などを想定） に対し て派遣

　 できる期間は、 3 年が限度です。

　 ※以下の方は、 例外と し て期間制限の対象外と なり ます。
　 　 ・ 派遣元で無期雇用さ れている 派遣労働者　 ・ 6 0 歳以上の派遣労働者　 など

５ 　 派遣元と 派遣先の責任
　 派遣労働者にも 労働基準法、 労働安全衛生法、 男女雇用機会均等法、 育児・ 介護休業法など の法律は全面的に適

用さ れますが、 その責任は派遣元（ 派遣会社） と 派遣先で分担さ れています。

　（ 1 ） 派遣先における派遣社員の苦情の処理　 　

 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 1 月 1 日）

 　 今まで派遣社員から の苦情の対応は派遣元に課せら れていまし たが、 改正により 労働関係法令上派遣先

に使用者責任がある と 定めら れている 内容（ 例えば労働時間、 休憩、 休日、 育児、 介護休暇等） は、 派遣

先が誠実かつ主体的に苦情処理するこ と になり まし た。

 　 受けた苦情内容や処理については「 派遣先管理台帳」 に記録し なければなり ません。

※派遣労働者には、 派遣先の地域（ 産業） の最低賃金が適用さ れます。（ 平成２ ０ 年７ 月１ 日から ）

賃金の支払

安全衛生教育（ 雇入時）

年次有給休暇の付与

労災補償

産休の付与

育児・ 介護休業の付与

一般健康診断

労働時間管理

危険防止措置

健康障害防止措置

セクハラ 対策

苦情処理担当者選任

役所への申告を 理由と する
不利益取扱禁止

妊娠中、出産後の健康管理
に関する 措置

派遣元（ 派遣会社）が責任を持つ主なこと
両者が責任を

持つ主なこ と

派遣先が

責任を持つ主なこと

労災の安全配慮義務違反が
あれば責任を追及さ れる

例

受
入
開
始

過
半
数
労
働
組
合

等
へ
の
意
見
聴
取

３ 年３ 年

人事課１ 係

人事課２ 係

同じ 人について、
３ 年を 超えて

同じ 課への派遣は ×

別の人の場合、
同じ 課への派遣◯

会計課
課が異なれば、
同じ 人の派遣◯

　（ 派遣先が事業所の過半数労働組合などから の意見を聞いた場合は、3 年を超えて派遣を受け入れるこ と が可能です。）

例 受
入
開
始

３ 年３ 年

◯
◯
支
店

過
半
数
労
働
組
合

等
へ
の
意
見
聴
取
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６ 　 雇用の安定と キャ リ アアッ プ

　（ 1 ） 雇用安定措置　 　

　 　 同一の組織単位に継続し て３ 年間派遣さ れる見込みがある派遣労働者には、 派遣終了後の雇用継続のため
　 に、派遣元事業主から 以下の措置がと ら れます（ １ 年以上３ 年未満の見込みの方については、努力義務がかかり ます。）。

 （ 2 ） 派遣労働者の希望の聴取
 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 4 月 1 日）

 　 派遣元は雇用安定措置に関し て派遣社員の希望を 聞き、 それを「 派遣元管理台帳」 に記録するこ と が義

務と なり まし た。

 （ 3 ） 雇入れ時の説明の義務
 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 1 月 1 日）

 　 派遣社員と 雇用契約を 結ぶ際に、 派遣元が実施し ている教育訓練やキャ リ アコ ン サルティ ングの内容の

説明が義務付けら れまし た。

 ・ 段階的かつ体系的な教育訓練

 ・ キャ リ アコ ンサルティ ング（ 希望する場合） を受けるこ と ができます。

７ 　 労働契約申込みみなし 制度

　 派遣先が以下の違法派遣を 受け入れた場合、 その時点で、 派遣先から 派遣元事業主と の労働条件と 同一の
労働条件を 内容と する 労働契約が申し 込まれたも のと みなさ れます。 派遣労働者が承諾を し た時点で労働契
約が成立し ます（ 派遣先が違法派遣に該当する こ と を 知ら ず、 かつ、 知ら なかっ たこ と に過失がなかっ たと
き を除き ます。）。

雇用安定措置

※雇用安定措置として（ 1 ）を講じ た場合で、直接雇用に至ら なかった場合は、別途(2 )～(4 )の措置をとる必要があり ます。

(1 ) 派遣先への直接雇用の依頼

(2 ) 新たな派遣先の提供（ 合理的なも のに限る。）

(3 ) 派遣元事業主での（ 派遣労働者以外と し ての） 無期雇用

(4 ) その他安定し た雇用の継続を 図る ための措置（ 雇用を 維持し たままの教育訓練、 紹介予定派遣など ）

対象と なる違法派遣

（ 1 ） 労働者派遣の禁止業務に従事さ せた場合

（ 2 ） 無許可の事業主から 労働者派遣を受け入れた場合

（ 3 ） 事業所単位または個人単位の期間制限に違反し て労働者派遣を受け入れた場合※

（ 4 ） いわゆる偽装請負の場合

A さ ん A さ ん

X  社

派遣元事業主

Aさ んをX社へ職業紹介

派遣労働者として
X社で就労 X社で直接雇用

X社の社員に

８ 　 紹介予定派遣と は

　 一定の労働者派遣の期間（ ６ か月以内） を 経て、 直接雇用に移行する こ と （ 職業紹介） を 念頭に
行われる派遣を紹介予定派遣と いいます。

※期間制限違反について

 ・  新たに設けら れる事業所単位・ 個人単位の２ つの期間制限のどちらに違反した場合も 、労働契約申込みみなし 制度の

対象と なり ます。

 ・  派遣元は、派遣労働者に対して就業条件などを明示する際に、期間制限違反が労働契約申込みみなし 制度

の対象と なる旨も明示し なければなりません。

 ・  改正法の施行日（ 平成２ ７ 年９ 月３ ０ 日）時点ですでに行われている労働者派遣については、改正前の期間制

限が適用さ れ、制限を超えて派遣労働者を 使用し よう と するときは、改正前の法律の労働契約申込み義務の

対象となります（ 労働契約申込みみなし 制度の対象とはなりません。）。
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９  雇用形態による不合理な待遇格差の改善

 （ 1 ） 派遣元は次のいずれかの方法により 派遣労働者の賃金を確保し なければなり ません。

 ① 派遣先均等・ 均衡方式

 派遣先企業で同じ 仕事をする正社員の賃金を参考にし て派遣社員の賃金を決める。

 ② 労使協定方式

 派遣元と 派遣社員（ 過半数労働組合か過半数代表者） 間で賃金を決める。

 （ 2 ） 派遣先から 派遣元への情報の提供

 　 派遣先は派遣元と 労働者派遣契約を結ぶ際、 賃金等に関する 情報を提供する義務がある 。 派遣元は派遣

先から 情報提供がない場合、 労働者派遣契約を結んではなら ない。

 （ 3 ） 派遣元の派遣社員への説明の義務

 派遣社員の雇い入れ・ 派遣する際の説明義務

 ・  派遣先均等・ 均衡方式により どの様な措置を講ずるか。

 ・  労使協定により どの様な措置を講ずるか。

 ・  職務内容、職務の成果、意欲、能力、経験他の就業の実態を 勘案し てどのよ う に賃金を決定するか。 ま

た昇給・ 退職・ 賞与の有無、派遣者から の苦情処理に関する事項

 （ 4 ） 日雇い派遣
 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 1  月 1  日）

 　 派遣社員の責に帰すべき 事由（ 遅刻や欠勤、 債務不履行） 以外の派遣元や派遣先の都合で派遣契約が解

除さ れた場合は、 派遣元は派遣社員に新たな就業機会の確保ができ ない場合は、 休業手当の支払等の責任

を果たすべき と 明確化さ れまし た。

 （ 5 ） 派遣契約書の電磁的記録
 （ 施行日　 大企業・ 中小企業 令和 3 年 1  月 1  日）

 　 労働者派遣契約は書面と 決めら れていまし たが「 電磁的記録（ データ 保管）」 も 認めら れるよう になり ま

し た。


